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子の機能阻害が起きないというこ
となので、ヒトでの治療へ一歩近
づいたと言える。
膂 植物メタボロミクス研究
を強力に推進する必要性
　 ―第２回植物メタボロミクス
国際会議の報告―
　第二回植物メタボロミクス①国
際会議が 2003 年 4月 25 日～ 28
日にポツダム（ドイツ）で開催
された。この植物ポストゲノム科
学の会議は毎年開催され、今回は
約 200名が参加し非常に盛況で昨
年の第一回会議から多くの進展が
見られた。会議では、メタボロー
ム解析のための方法論（質量分析
やNMR）、時間的・空間的分離に
ついて（細胞、オルガネラやタイ
ムコース）、代謝ネットワークの
発見（コンピューテーションも含
む）、ゲノム機能学、代謝経路（生
化学的な応用）に関するシンポジ
ち、最初に入った二本鎖RNAの
一部分と一致する配列を持つが、
他の部分では異なるmRNA（すな
わちファミリー遺伝子）のmRNA
まで結果として壊してしまう。こ
の現象を transitive RNAi と呼び、
線虫や植物には存在することが確
認されている。これまで、この現
象が哺乳動物でも存在するかどう
かははっきりとはわかっていなか
った。
　今回二つの研究グループ（米国
ソーク生物学研究所のDillin と、
米国スタンフォード大学のChi ら
のグループ）がそれぞれ全く異な
るアプローチによって、ヒトの細
胞ではこの機構がおそらく存在し
ないことを明らかにした（Proc 
Natl Acad Sci U S A. 2003 May 
27;100 眥：6289‐91.、Proc Natl 
Acad Sci U S A. 2003 May 27;100
眥：6343‐6.）。
　もしこの報告が本当ならば、ヒ
トでは線虫と違いファミリー遺伝
膀 ヒトと線虫における
RNAi の分子機構の違
いおよびその意義
　細胞内における、二本鎖RNA
による相同mRNAの破壊（RNA 
interference、RNAi）は、生物学
的に非常に興味深い現象であるだ
けでなく、応用面においても注目
されている。ウイルス遺伝子やが
ん遺伝子に対してRNAi を応用で
きれば、特効薬となる可能性があ
る。しかし、人体に用いる前には
この現象に対する理解をもっと深
める必要がある。
　特に問題となるのが、2次的
な（transitive）RNAi と呼ばれる
現象である。細胞内に入った二
本鎖RNAはDicer と呼ばれる蛋
白質によって短く切断され、これ
が RISC（RNA-induced silencing 
complex、RNA 誘 導 サ イ レ ン
シング複合体）というものを作
る。RISC複合体は、短く切断さ
れたRNA配列と完全に一致する
mRNAに結合し、これを分解する。
一方、この短く切断されたRNA
は RNA依存性 RNAポリメラー
ゼ（RdRP）による新たな RNA
鎖の合成を助け（プライムし）、
それによって新たな二本鎖RNA
が作られる。この二本鎖RNAは
またDicer の基質となる。すなわ
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ライフサイエンス分野
①メタボロミクス
　細胞や組織における代謝産物の全体をメタボロームと呼び、これを網羅的に
解析する研究。
②トランスクリプトミクス
　細胞や組織で発現するmRNAの全体をトランスクリプトームと呼び、これ
を網羅的に解析する研究。
③プロテオミクス
　細胞や組織で発現するタンパク質の全体をプロテオームと呼び、これを網羅
的に解析する研究。
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膀 韓国・台湾勢、VLSI
シンポジウムにて発表
数を急伸
　IEDM（電子デバイスに関する
国際会議）、ISSCC（固体回路に関
する国際会議）と並んで半導体関
連の３大国際学会に数えられる
VLSIシンポジウムが、今年は京都
にて６月10日から 14日まで開催
された。採択率が４割程度の厳選
された論文のみが発表されるこれ
らの学会動向は、今後のLSI技術
の方向性を占う上で重要である。
　VLSI シ ン ポ ジ ウ ム は、LSI
製造技術やデバイスに関する 
Technology と回路技術に関する 
Circuits と大きく２つの分野に分
けられている。今回Technology 
の分野では韓国および台湾から
の発表数が昨年比で倍増し、両
者合わせて 32件となった。これ
は、招待講演を除く全体採択 84
件の４割近くも占める値であり、
今回初めて、この分野での日本
全体の発表数 27件を抜く事にな
る。特に韓国サムスン電子からの
発表が、20件と機関別では最も
多い。サムスン電子の発表内容と
しては、ハイライト・セッションの
トランジスタの形成方法を工夫して
微細化したDRAM技術を皮切りに、
技術的にサイズの縮小が難しかっ
たNOR型フラッシュメモリ（注１）を
90nmプロセスを用いて、セル面
積0.081μm2を実現した事である。
これらはともにそれぞれの最小記
録を更新するものである。また、
次世代不揮発性メモリの候補でロ
ジック・トランジスタとの混載が
容易な絶縁膜中に電荷を保持する
タイプのメモリや低コスト化が見
込める結晶相とアモルファス相間
の抵抗値の変化を利用したメモリ
等あらゆるタイプのメモリで高い
技術力を示した事も注目される。
（注１）一括書き換えが可能な不
揮発性メモリ。NOR 型はメモリ
セルの配列方法の１つを指す。
　半導体に関する国際技術ロード
マップでは、SoC（注２）における混
載メモリの面積は現時点で既にロ
ジック部分の面積を越え、今後も
増大し続けると予測されている。
製造工程が同じなら、LSI の価格
はシリコンの消費量すなわちLSI 
の面積に比例する事になる。また、
製造技術が同じなら、基本的には
LSI の面積はその中に含むトラン
ジスタの数に比例する事になり、
消費電力や歩留まりも結果的に面
積に依存する事になる。つまりメ
モリ技術がやがてSoCの性能、品
質、価格に大きく影響していくも
のと考えられる。一方で、DRAM 
に代表される様にこれまでMPU
の汎用品として多く使われて来た
メモリが、今後は使用される製品
と共に機能や用途も多様化してく
るであろう。次世代の技術を含め
た全てのメモリの中核技術でリー
ドするサムスン電子がSoCの分野
でも脅威となる可能性が高い。
（注２）System on Chip の略。機
能が異なる複数のLSI を同一プ
ロセスで作製し、１チップの中
に収めたもの。
ウムと、質量分析とそのデータベ
ース、遺伝子組み換え植物の実質
的同等性についてのワークショッ
プが開催された。
　現在、世界的にみても植物メ
タボロミクスを本格的に研究して
いるグループはまだ限られている
が、欧米の公的研究所、これらの
研究所や大学発のベンチャー企業
などが強力に参入してきている。
特に今回、網羅的なメタボロミク
スをトランスクリプトミクス②や
プロテオミクス③と統合し、未知
遺伝子や蛋白質の機能を決める
と同時に生物をシステムとして理
解する方向が強く打ち出されてき
た。また、メタボロミクス研究は
それぞれの植物の特徴的な代謝産
物も扱い、直ちに実用植物の有用
性に直結するため応用面でのイン
パクトも大きい。
　欧米では米国NSFが出資して
いるシロイヌナズナのゲノム遺
伝子機能を 2010年までに決める
大型プロジェクトや、EUが進め
ている同様のプロジェクトによっ
て、メタボロミクス研究がポスト
ゲノム研究として一般化しつつあ
る。我が国もポストゲノム科学研
究に遅れをとらないために、植物
メタボロミクス研究を強力に推進
する必要がある。現在のところ
我が国のメタボロミクス研究者は
個々のプロジェクトの中で良く健
闘しており、今回の会議でも筆者
を含め４名がシンポジウム・ワー
クショップスピーカーとして指名
された。しかし、我が国でもNSF
の 2010 年プロジェクトのような
国策的プログラムを組まなけれ
ば、またしても欧米にメタボロミ
クス研究でも先行されることを憂
慮する。
　来年の第３回会議は米国アイ
オワで開催される予定である。
今回の会議要旨も含め、植物メ
タボロミクス国際プラットフォ
ームの活動はインターネット
（www.metabolomics.nl）で見るこ
とが出来る。
（千葉大学大学院薬学研究院　
斉藤 和季氏）
情報通信分野
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環境分野
膀 電子ビームを用いた排
煙中のダイオキシン類
分解技術が開発される
　日本原子力研究所の環境保全プ
ロセス研究グループは、ゴミ焼却
炉から出る排煙を電子ビームで処
理することで、排煙中に存在する
ダイオキシン類（PCDD/Fs）を
効率良く低減・低毒性化できる分
解処理技術を開発したと発表した
（Environ. Sci. Technol., published 
online June 10）。この技術は、加
速器によって発生した電子ビーム
を直接排ガスに照射させることに
より、ダイオキシン類を処理でき
るというものである。本システム
は、実際のゴミ処理場の排煙の一
部を利用して、実際のスケールの
1/40（流量 1,000m3/h）で行われ、
ダイオキシン類対策特別措置法に
おける基準値（0.1ng/m3 以下）を
満たす処理能力を示す結果が得ら
れた。また、電子ビーム発生器に
放射線漏洩防止対策を講じている
ことから、システム稼働中におけ
る近傍での作業も可能である。
　排煙中に存在するダイオキシン
は、現在バグフィルターを用いた
活性炭による吸着除去や、触媒に
よる分解除去などが行われている
が、従来方式では、吸着後に低毒
性化処理が必要となるなどの課題
がある。一方、今回開発された技
術は、分解処理時の温度制御が不
要であり、また後処理が不要であ
ること、既存炉の改修なしに付設
が可能であることから、焼却炉の
交換費用と比較して、建設コスト
の大幅な削減が期待できる。なお、
既存のバグフィルター処理法との
比較では、メンテナンス費用等を
含めた年平均コストが約７％削減
（減価償却期間 15年）されると試
算している。また、電子ビームに
必要な加速器が年々低価格化して
いることや、ゴミ発電によって生
産された電気を利用することによ
って、電子ビームシステムの運転
コストが安価になることで、既存
のバグフィルター処理法と比較し
て、将来的にこの年平均コストは
約半分になるとしている。
　ダイオキシン類対策特別措置法
の下、ダイオキシン類の確実な処
理が求められる中、今後、装置全
体を可搬型とすることで、焼却場
の解体現場や汚染土壌処理などへ
の利用展開が考えられる。今回開
発された処理技術については、電
子ビームシステムの低コスト化を
目指した研究の推進や、システム
のスケールアップによる実運用レ
ベルでのフィールド試験、また、
さらなる長期耐久性試験等を通じ
て、早期に実用化していくことが
期待される。
ナノテク・材料分野
膀 自己再生機能を持つ自
動車排ガス浄化触媒に
より貴金属使用量を大
幅に削減
　自動車の排ガスに含まれる窒素
酸化物等を低減させる自動車排ガ
ス浄化触媒は 1970 年代から改良
されてきたが、1990年代からの全
世界的な自動車排ガス規制強化に
より、材料も含めて触媒性能の見
直しが求められている。一般にセ
ラミック材料に貴金属粒子が分散
した触媒が用いられているが、使
用時間とともに触媒性能が劣化し
てしまうため、高価な貴金属を大
量に用いる必要があった。このほ
どダイハツ工業譁と譁キャタラー
は、貴金属として用いられている
パラジウムの使用量を従来の 70
～ 90％も削減できる自己再生機
能を持つ触媒を開発し、これを軽
自動車に搭載し商品化した。この
技術は、2003年３月に譖自動車技
術会の技術開発賞、４月には文部
科学大臣表彰の研究功績賞を受賞
した。また、この研究には、東京
理科大、日本原子力研究所放射光
研究センター、譁豊田中央研究所
も協力しており、昨年Nature 誌
（vol.418，p.164（2002））に掲載さ
れた自己再生機能のメカニズム解
析の研究成果も、貴金属削減効果
への期待により世界的に注目され
た。
　従来の自動車排ガス浄化触媒
は、アルミナなどのセラミック材
料にナノメーターサイズの貴金属
粒子を分散させて用いている。高
温の排気ガスに晒されると、貴金
属粒子はセラミック表面を移動し
て大きく粒成長してしまうため、
表面積が減少し触媒性能が劣化す
る原因となっていた。上記の共同
研究グループは、自動車用触媒と
してはあまり注目されていなかっ
たペロブスカイト型結晶の酸化物
とパラジウムの複合体を合成し、
これを用いると劣化が抑制できる
ことを 1990 年代に見出していた
が、パラジウム粒子が粒成長しな
い理由を証明できていなかった。
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放射光Ｘ線解析装置を用いてこの
複合体を調べたところ、使用中に
起こる酸化および還元雰囲気の繰
り返しの際に、パラジウム原子が
担持させているペロブスカイト型
結晶の格子の中心に入ったり出た
りすることによって、結果的にパ
ラジウム粒子径の増大が抑制され
る、という自己再生機能を持って
いることが判明した。ダイハツ工
業譁で行なわれた自動車走行距離
８万km相当の耐久試験では、従
来の触媒では約 10％の排ガス浄
化率低下が見られたが、自己再生
機能を持つ新触媒では１％未満の
低下であることが確認され、2002
年 10 月発売の軽自動車に搭載さ
れた。この触媒を世界中のガソリ
ン自動車に採用すれば年間 100ton
以上の貴金属を節約可能と見積も
られており、今後の貴金属価格安
定化にも寄与すると期待される。
エネルギー分野
膀 砂漠大規模太陽光発電
の実現可能性に関する
報告　―将来のエネルギ
ー源としての可能性が示
される―
　2003 年５月 12 日～ 20 日の間、
太陽光発電システム（PVシステ
ム）に関する世界最大のイベント
「ワールドPVエポック・イン・大阪」
が大阪国際会議場で開催された。
このイベントでは、先端技術をめ
ぐる学術会議（第 3回太陽光発電
世界会議）、PVシステム世界展示
会、および IEA（国際エネルギー
機関）普及拡大会議を中心に大小
合わせて 15の関連行事が開催さ
れた。
　5月 18日には、砂漠を利用した
大規模太陽光発電システム（VLS
‐PVシステム）の実現可能性に
関する国際シンポジウム「砂漠か
らのエネルギー」が開催された。
この調査研究は、NEDO（新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構）
が参画する IEA/PVPS（PVシス
テム研究協力実施協定）の下で、
化石燃料枯渇や地球温暖化問題と
いった今世紀の重要な問題を解決
する有望技術であるPVシステム
を、地球規模で利用することの将
来的可能性を、技術面や環境面、
あるいは社会・経済面などの観点
から分析・調査することを目的と
している。
　この調査研究では、広大かつ日
照条件に恵まれた砂漠地域がPV
システムの大規模導入に有望であ
ることが試算されている。例えば、
日本に最も近いゴビ砂漠のおよそ
半分にPVシステムを導入すれば、
最近の世界の一次エネルギー消費
量と同程度のエネルギー供給が可
能であることが示されている。
　経済面については、世界の主要
な砂漠に、10 万 kW級の VLS‐
PVシステムを導入することを想
定した詳細設計にもとづく発電コ
ストが試算されている。太陽電池
モジュール価格が 2米ドル /W程
度（現状価格の半分程度）以下に
なれば、VLS‐PVシステムの発
電コストが競合可能な経済性水準
（0.1 米ドル /kWh以下）になるこ
とが報告されたほか、ゴビ砂漠の
ケースでは、経済性評価のほかに
ライフサイクル評価（LCA）が行
われた。それによれば、PVシス
テムのライフサイクル（部品の製
造から輸送、建設、運用・保守）
に要するエネルギーを発電電力
で回収するまでに要する年数（エ
ネルギー・ペイバック・タイム）
は、約2年程度と非常に短く、現
実的なエネルギー供給技術である
ことが報告されている。一方、ラ
イフサイクルにおけるCO2 排出
原単位は、中国の石炭火力発電
所におけるCO2 排出原単位（約
300g-C/kWh）のわずか25分の１
であり、世界第２位のCO2 排出国
である中国へのVLS-PVシステム
導入が、CO2 排出削減に大きな効
果があると報告されている。
　本調査研究は 2005 年までの継
続が IEAで承認されており、貎
産業技術総合研究所、東京農工
大学および㈱富士総合研究所から
なる日本の研究チームの主導のも
と、砂漠緑化や農業開発との多目
的利用の可能性も含めた具体的プ
ロジェクト提案のための第 2期調
査活動が進められる予定である。
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膀 超臨界流体技術の実用
化が中国、韓国で活発
化している
　超臨界流体①は抽出、反応など
の製造プロセスにおける環境調
和型溶媒や有害物質・廃棄物の処
理などへの応用検討が数多くなさ
れ、コーヒーからの脱カフェイン
のような実用化例もいくつか出て
いる。2003 年 4月に開催された
第6回超臨界流体国際シンポジウ
ムにおいて、これまで公表される
ことが少なかった中国と韓国にお
ける超臨界流体技術開発の現状が
明らかにされた。
　中国では、約 100箇所の研究施
設で、天然物抽出をはじめ反応
や材料製造に至るまで広範囲な領
域が研究されている。最近数年間
で、100L 以上の抽出槽を有する
30 以上のプラントが建設されて
おり、対象は主に生薬の抽出との
事である。一方、韓国ではKIST
（Korean Institute of Technology）
を中心に国費で広範な研究開発が
なされてきており、近年は、産官
学のパートナーシップのもとに実
用化に向けた開発が進んでいる。
特に、超臨界水による有害物質の
加水分解と酸化剤による酸化を同
時に行う超臨界水酸化の技術にお
い て は、Hanwha Chemical が 2
基（2t/hr，35t/hr）の廃水処理プ
ラントを実用化しているとの事で
ある。
　超臨界流体の研究開発は、これ
までは日米欧が中心であったが、
これからは中国、韓国の動向にも
注目していく必要がある。
製造分野
用語説明
①超臨界流体
　気体と液体が共存できる限界の
温度・圧力（臨界点）を超えた条
件では気体と液体の区別がなくな
るがこれを超臨界流体と呼ぶ。超
臨界流体は、気体に比べて密度が
高い割に粘度が低い、拡散係数が
液体の数百倍大きいなどの特徴を
有する。
